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研究成果の概要（和文）：本研究では、従来の貿易理論には取り入れられていなかった文化と国際貿易の関連について
、いくつかの側面から理論的、実証的研究を行った。第1に、貿易が文化の維持や変容に与える影響を分析可能なモデ
ルの構築とその分析を行った。第2に、文化はサービス産業と密接に関係していることから、サービス貿易の自由化と
文化の関係について明らかにした。第3に、開放経済のもとで環境資源を共同管理するような伝統的文化を持つ国にお
ける最適な環境政策の導出を行った。

研究成果の概要（英文）：In this project, we have conducted theoretical and empirical research on a 
relationship between culture and international trade which has not been studied in the traditional trade 
theory. First, we construct and analyse an economic model which can deal with the impacts of 
international trade on a preservation and a change in culture. Second, we show the relationship between 
trade liberalization in service sector and culture since culture is closely related with a service 
industry. Thirdly, we drive optimal environmental policies under international trade in a country that 
has a traditional culture of managing environmental resource by commons.

研究分野：国際経済学
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１．研究開始当初の背景 
(1)近年、国際貿易論の研究は、Melitz (2003)
の研究に代表されるように、理論と実証の両
面でめざましい発展を遂げてきた。しかし、
リカード・モデルやヘクシャー＝オリーン・
モデルのような伝統的な貿易論から、クルー
グマンらの新貿易理論やメリッツらの新々
貿易理論に至るまで、従来の貿易理論では、
国際間の交易における文化的側面は完全に
捨象されてきた。 
 
(2)他方、国際貿易論の中で一部の研究が文
化財や文化産業の貿易を扱ったり、文化的要
素が貿易に与える影響について、主として実
証的に分析してきたりしているが、それらの
研究はごく少数である。一部の実証研究が示
しているように、文化は少なからず貿易に影
響を与えているし、逆に貿易が各国の文化に
影響を与えてもいる（Felbermayr and Toubal, 
2010; Disdier et al., 2010a, b; Guiso et 
al., 2009）。しかし、それを踏まえた理論構
築は、Rauch and Trindade (2009)等のごく
限られた試みはあるものの、まだほとんど未
着手の状態である。 
 
(3)文化の違いが、開放経済のもとでどのよ
うに経済活動や資源配分に影響を与えるの
かについての研究は不足している。また、貿
易や投資の自由化が文化にどのような影響
を与えうるかという点についても研究が不
足している状況である。 
 
(4)文化は、サービス産業とも密接に関わっ
ており、その産業の貿易の自由化も進んでき
ている。このような近年の動向を踏まえると、
文化的側面を導入した貿易モデルの構築と
その分析は大変重要な意義を持ち始めてい
ると言える。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は，文化と貿易を融合させた新理
論を構築することで、各国の文化的要素と貿
易や外国直接投資、環境等の国際的な経済活
動との相互作用のメカニズムを解明するた
めの新しい理論的フレームワークを提示し、
国際貿易論の分野に新しい理論的系譜を追
加することを目的としている。 
 
(2)貿易と文化等に関する既存研究の知見を
踏まえて、従来の貿易理論に文化的要素を加
えた理論モデルの構築に挑戦するとともに、
貿易等が文化のダイナミズムに作用するメ
カニズムについても分析の基礎を構築して
いく。 
 
(3)ケース・スタディを通じて現実の経済活
動を観察し，それを理論に反映させることを
試みたり、貿易紛争等における文化と貿易を
巡る対立点についても検討し、新理論の適応
可能性を示したりすることなどにも取り組

む。 
 
３．研究の方法 
(1)文化的要素を取り入れた新たな貿易理論
を構築するために、既存研究による知見につ
いて詳しく検討し、課題を明らかにする。特
に、最近の「貿易と文化」に関する理論・実
証研究のサーベイと検討を行う。さらに、文
化経済学の分野における既存研究について
もサーベイを行い、本研究に資する知見の整
理を行う。 
 
(2)既存研究の知見に関する情報を参考にし
ながら、新理論の構築に向けた検討を行う。
その際にケース･スタディーも行い、その知
見も新理論の構築の際のヒントとして役立
てる。さらに、必要に応じて、WTO における
貿易と文化を巡る貿易紛争や、FTA 交渉にお
ける文化の問題等に詳しい専門家からも情
報収集を行う。 
 
(3)既存研究や現実の情報を参考にして、貿
易と文化に関するモデル構築を行う。その際
に、モデルの精緻化を行うとともに、貿易政
策や他の国内政策を導入し、国際貿易に文化
的要素が加わっている場合の最適性策など
についても分析を行う。 
 
４．研究成果 
(1)貿易が文化のダイナミズムに作用するメ
カニズムとして、Bala and Long (2005) は
個人の選好が内生的に選択されるメカニズ
ムを導入して、貿易が文化多様性に及ぼす影
響について分析した。それに対して、文化多
様性には文化を生み出す生産サイドも重要
であることを踏まえて、彼らのモデルを応用
して、文化的な生産技術の内生的な選択を通
じて、世代間で文化がどのように引き継がれ
ていくのかを描写し、貿易の影響について理
論的に分析した。２国２財２技術のモデル分
析から明らかになったのは、閉鎖経済では個
人の選好と技術の程度によって異なる技術
が混在する場合と一方の技術に完全特化す
る場合がある。また２国間で自由貿易が行わ
れると、各国の比較優位に従った貿易パター
ンが実現すれば各国固有の技術が維持され
るという意味での文化多様性が維持される
のに対して、そうでない貿易パターンでは一
方の国の技術のみが継承されることが示さ
れた。 
 
(2) 過去にしばしば貿易紛争となってきた
文化と貿易を巡る対立点に関して、ユネスコ
の文化多様性条約（CCD）が文化的財の国際
貿易に与える影響を、世界 110 カ国の貿易デ
ータを用いた実証分析によって検証し、新理
論の適応可能性について検討を行った。具体
的には、米国などを中心に、CCD が文化的財
に対する「偽装された保護主義」の手段とし
て利用される可能性についてこれまで多く



の議論が行われてきたが、この分析からはそ
のような証拠は見出されなかった。他方、CCD
には多様な文化的表現へのアクセスを奨励
する措置を行うことを締約国に求めるなど、
文化多様性の促進に対する積極的な側面も
ある。この点について、文化的財の輸入の外
延（輸入相手国の数）に与えた影響を分析し
たところ、文化遺産や音楽・実演芸術関連財
などいくつかの部門について、非文化的財と
比べた相対的な輸入の外延の拡大にCCDが貢
献した可能性を示す結果が得られた。 
 
(3)文化の相違が直接投資のための費用に影
響を及ぼすような状況のもとで、壊れる可能
性がある財の貿易取引の形態がどのように
なるかを分析した。貿易費用や直接投資のた
めの費用の大きさによって、外国産の財が壊
れた場合に、1）修理できずに捨てるケース、
2）自国のライバル企業が修理するケース、3）
外国企業が自国内にサービスセンターを設
立して修理するケースが均衡として生じる
ことを示した。また、自国消費者や世界全体
にとっては 3）が一番よいが、国民性・文化
は対内直接投資（外国企業による自国内での
サービスセンターの設立）に対する抵抗感と
関わり、直接投資のための費用に大きな影響
を及ぼすため、そのようなケースが必ずしも
実現できないことを示した。 
 
(4)環境資源を共同管理するような文化を持
つ国が貿易を行っている場合の最適な税や
環境保護政策について分析した。具体的には、
森林資源がコモンズによって共同管理され
ているような農村と失業が存在する都市が
存在する経済を想定し、森林資源を利用して
生産される資源財が輸出され、都市部門で生
産される工業品が輸入されている状況を想
定する。そこで、このような国おける輸出税
や政府による植林政策が森林資源の保護、都
市部の失業、国全体の経済厚生に及ぼす影響
を明らかにした。森林資源の保護を目的とし
た資源財に対する輸出税は森林資源の保護
と都市での失業のトレードオフを解消する
ことは難しいが、保護植林政策によってその
トレードオフを解消し、経済厚生を上昇させ
る可能性があることを示した。 
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